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はじめに 
 

「島原市行政評価委員会」は、市のまちづくりの施策等に対して、

市民の視点に立った公平かつ客観的な評価を行い、効率的で効果的な行

政活動を促し、市勢振興計画に掲げるまちづくりの目標の達成につなげ

ることを目的に、学識経験者等を委員として平成２１年度に設置され、

島原市の事業等について評価及び提言を行っている。 

島原市においては、新たに「第７次島原市市勢振興計画」が策定さ

れ、その目指す将来像の姿とその実現に向けて、新たな発想で長期的な

視野に立った制度や仕組みの再構築が求められる中、限られた人員や予

算の中で各種施策に取り組んでいるが、財政状況は今後更に厳しさを増

していくものと予想されることから、より一層効率的・効果的な行政運

営が求められる。 

こうした観点から、島原市の４事業について、事業評価調書を踏ま

えたうえで、所管部署との質疑応答や委員会での議論を通じて評価を行

い、その結果を取りまとめたので、ここに本委員会の意見書として提出

する。 

特に今回は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、様々な

分野で規制や自粛が行われ、経済や生活に多大な影響が及び、日々の暮

らしが「新しい生活様式」への転換が求められていることをしっかりと

見据える必要がある。 

そのうえで、質の高い住民サービスの提供や事業を実施していくた

めには、地域の実情に応じた行政運営が必要であり、島原市の行政に求

められる役割について個別事業を検証することで再確認し、市勢振興計

画に掲げるまちづくりの目標達成に向けて、本報告書を踏まえた行政運

営を行っていただきたい。 

さらに本委員会としては、施策の PDCA サイクルに基づく事業推進

及び市民の負託に応えられる行政運営の実現に取り組まれることを望

むものであり、本報告書が「未来へつなぐ島原らしさ 暮らし続けたい、

訪れてみたい、魅力あふれるまち」の実現ために活用されることを期待

する。 

令和２年１0 月 

島原市行政評価委員会 

委員長   山口 純哉
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 １．審議の対象とした事業 

 本委員会の審議対象とする４事業については、市勢振興計画に掲げ

た６つの基本目標と７つのプロジェクトの実現に向けた主要事業の中

から、①今後の方向性に検討の余地がある事業②政策的要素を持つ*事

業③一定のテーマを構成する事業などの観点に基づき決定した。 

なお、福祉系の事業群に属する事業をテーマとした。 

                       *内部管理的事務事業は除く 

 

（所管部） （抽出事業数） （事業名） 

福祉保健部   ４      ファミリーサポートセンター事業 

児童館運営費 

健康しまばら福祉まつり事業 

鍼灸施術費等補助金 

 

                       計 ４事業 

 

２．審議に当たっての視点 

・市として事業を実施する必要性が真に認められるか。また、民

間等との効果的な連携・役割分担ができているか。 

・現場ニーズに即した事業内容となっているか。 

・評価指標、目標値は適切に設定されているか。 

・事業の成果が客観的に検証されているか。 

・事業をさらに効率的かつ効果的に実施する余地がないか。 
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３．審議の結果等 

  （１）審議の経過 

 令和２年１０月１５日に委員会を開催し、事業所管部署からの

説明、委員からの質疑、意見交換及び各事業の評価を行い、外部

評価報告書をとりまとめた。 

  

（２）審議の結果 

 個別の事務事業に対する本委員会の意見は別紙のとおりである。 

   なお、全体的な視点からの意見は次のとおりである。 

    

① 事業の周知及び制度の見直しについて 

事業の必要性については理解が得られるものの、実績が少

なく、制度の使い勝手が悪いとの指摘があっており、仕組み

の見直しが必要である。 

「ファミリーサポートセンター事業」においては、子ども

の預かりや送迎など、一時的な子育てを助け合う有償ボラン

ティア事業だが、事業開始から実績が少ない状況である。 

実績が少ない原因としては、利用者にとって制度内容が使

いづらいことが考えられることから、ニーズ調査を行いなが

ら、仕組みの見直し、周知方法の工夫について検討を行って

もらいたい。 

また、他の事業と統合・連携し、総合的な事業を行うなど、

利用者の視点に立ったわかりやすい仕組みづくりをしてもら

いたい。 
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   ② 事業のあり方の検討について 

      事業の必要性については一定の理解が得られるものの、事

業のあり方について検討が必要である。 

      「児童館運営費」においては、公共施設等総合管理計画に

より施設の廃止が決定しているが、事業については、民間移

譲も含め、事業の効果的なあり方についての検討が必要であ

る。 

      「健康しまばら福祉まつり事業」においては、健康や福祉

に対する意識を高め、明るい地域社会参加を目指し実施して

いるが、事業の意義を明確にしたうえで、適切な成果指標を

用いた効果検証を行い、事業のあり方の検討が必要である。 

      また、実施にあたっては、参加団体に負担を求めるなどし

て、行政の関与のあり方、効率化について検討が求められる。 

      「鍼灸施術費等補助金」においては、利用者が一部に集中

していることから、事業の公平性が課題としてあり、引き続

き、対象者及び補助金額、回数の見直しの検討が必要である。 

      また、厳しい財政状況及び他市の実施状況を勘案し、実施

主体の変更についても検討をお願いしたい。 
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担
 

 
当

 

部
/
課

 
評

価
対

象
事

業
名

 
令

和
２

年
度

 

予
算

（
千

円
）

 
事

業
概

要
 

 福
祉

保
健

部
 

こ
ど

も
課

 

 フ
ァ

ミ
リ

ー
サ

ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

事

業
 

 

2
,9

3
5

 

 

○
事

業
概

要
 

 
核

家
族

化
に

よ
り

地
域

と
の

つ
な

が
り

が
希

薄
と

な
っ

て
い

る
現

代
、

子
育

て
を

す
る

母
親

等
が

悩
み

を
相

談
す

る
相

手
や

助
け

を
求

め
る

相
手

も
少

な
く

、
子

育
て

の
負

担
と

不
安

を
軽

減
す

る
。

 

 ○
事

業
開

始
 

 
 

 
 

 
 

 
 

○
成

果
指

標
 

 
平

成
３

０
年

度
～

 
 

 
 

 
 

 
依

頼
会

員
数

 

依
頼

会
員

の
利

用
数

 

行
政

評
価

委
員

会
に

お
け

る
審

議
及

び
意

見
 

【
審

議
】

 

 
・

制
度

開
始

か
ら

利
用

者
が

少
な

い
の

は
、

使
い

勝
手

の
悪

さ
が

理
由

だ
と

考
え

ら
れ

る
。

 

・
利

用
者

の
声

、
ニ

ー
ズ

を
十

分
に

聞
い

て
、

利
用

者
が

使
い

や
す

く
な

る
よ

う
な

改
善

が
必

要
。

 

 
・

利
用

実
績

が
少

な
く

、
費

用
対

効
果

が
悪

い
。

 

・
現

在
の

状
況

が
続

く
よ

う
で

あ
れ

ば
、

廃
止

も
視

野
に

検
討

を
。

 

・
他

の
子

育
て

支
援

事
業

と
の

統
合

・
連

携
の

検
討

を
。

 

【
結

論
】

 

 
「

事
務

改
善

」
 

 
利

用
者

を
増

や
す

た
め

に
、

周
知

方
法

や
利

用
し

や
す

い
制

度
へ

の
見

直
し

を
行

い
、

他
の

子
育

て
支

援
事

業
と

の
統

合
・

連
携

を
検

討
し

、
効

率
的

に
効

果
が

出
る

よ
う

に
改

善
を

図
ら

れ
た

い
。
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児
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児
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児
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○
事
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開

始
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必
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。
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民
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で
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す
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会
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場
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つ
い

て
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民
間
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を
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。
 

・
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的
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民

間
移
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も
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討
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。
 

【
結

論
】

 

 
「

事
務

改
善

」
 

 
民

間
移

譲
も

含
め

、
事

業
の

効
果

的
な

あ
り

方
に

つ
い

て
検
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求
め

る
。
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。
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結
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改
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。
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他
自

治
体

の
取

扱
い

も
参

考
に

要
件

や
補

助
内

容
に

つ
い

て
検

討
を

。
 

・
財

政
的

に
も

厳
し

い
の

で
、

年
齢

制
限

の
引

き
上

げ
等

の
検

討
も

必
要

で
は

。
 

【
結

論
】

 

 
「

事
務

改
善

」
 

 
対

象
者

や
補

助
内

容
、

予
算

等
に

つ
い

て
、

継
続

し
て

検
討

が
必

要
。
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（R2.10.15現在）

委　員　名 所　属　等 任期（２年）

1 阿部　洋次郎 島原市町内会・自治会連合会 会長 R2.6.29～R4.6.28

2 大津　守 JA島原雲仙 島原支店長 R2.6.29～R4.6.28

3
（副委員長）

大野　友道
九州北部税理士会島原支部 監事 R2.6.29～R4.6.28

4 髙橋　勝則 元 島原市収入役 R2.6.29～R4.6.28

5 松﨑　将治 （一社）島原青年会議所 特別室理事 R2.6.29～R4.6.28

6 満井　敏隆 島原商工会議所 会頭 R2.6.29～R4.6.28

7 本村　三郎 元 島原市監査委員 R2.6.29～R4.6.28

8
（委員長）

山口　純哉
長崎大学経済学部 准教授 R2.6.29～R4.6.28

9 山﨑　幹子 元 島原市教育委員 R2.6.29～R4.6.28

島原市行政評価委員会委員　１０名（五十音順）
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